
各都道府県のインフルエンザワクチン供給体制に対する考え方   

平成17年8月11日付け当会議開催通知において、インフルエンザワクチン（以下「ワク  

チン」という。）接種シーズン前における各都道府県（以下「県」という。）の供給体制に対  

する考え方を8月24日までに、御回答いただいた。   

その回答を一覧にして、別紙にまとめたので、他県の取り組みも供給体制づくりの参考  

にされたい。また、以下にその概要をまとめた。  

1．県担当課の役割について   

インフルエンザワクチンの需要状況把握、医療機関や卸売販売業との連絡調整、予防  

接種法関連に担当が分けられているところが多いが、委員会や各課が連携をして、対応  

することが必要である。  

2．保健所の役割について   

住民に対する情報提供を行うところが多く見受けられる。県や医療機関等との連絡を  

十分行い、普及啓発を行う必要がある。  

3．インフルエンザ対策委員会の設置について   

ほとんどの県が、委員会を設置又は検討中（既存のもので対応する場合も含む）であ  

り、無しとの回答でも必要に応じ会議を開催する県もあった。  

4．シーズン前の対応について、都道府県としての考え方  

（∋ 医療機関等の注文量について  

協力要請の通知  

調査の実施、予定  

医療機関等への指導   



② 医療機関等、卸売販売業者の在庫等の調査について  

在庫調査の実施、予定  

情報の公開  

協力要請を行  

③ 返品という商習慣の改善について  

大量注文の場合は分割納入とする。  

関係団体に改善要請を行う。  

根本的に返品を認めないシステムを考えるべき。  

品質の面から原則認めるべきではないが、接種機会を確実に確保するため、多  

少はやむ得ない。  

関係機関等へ返品を前提とした注文及び在庫管理を行わないように要請する。  

（彰 高齢者の予防接種対象に対する接種勧奨期限について  

・12月まで  25県  

・1月まで  2県  

・流行期間中は、接種勧奨期間とする。  1県  

・その他  19県  

⑤ ワクチン不足の場合の対応について  

在庫調査をもとに管内におけるワクチンの融通を行う。  34県  

接種が可能な医療機関情報など各種情報の提供を行う。  8県  

検討中  4県  

原則、返品を認めない ことを前提とし、融通方法の取り決めはない。  

ただし、結果的に広域的に不足が生じた場合は、対策会議を開催し、  

対応策を協議する。  1県  

⑥ その他新たな対応について   

・多量にワクチンを返品した医療機関の公表や融通ワクチンの配布法について  

は検討中   

・高齢者の定期予防接種を広域化し居住地の市町以外で接種できる体制とする。   












